
(1) 政策への反映

有・無

原子力規制機関である原子力規制委員会において、「継続的安全性向上に関する検討チー

ム」が設置され、提言者からもチームに加わることとなった。令和 2 年 8 月 3 日に開催さ

れたその第 1 回会合において、本提言が資料として共有された。当該検討チーム会合は、

令和 3 年 3 月 5 日までに 8 回の会合が重ねられ、原子力施設の継続的な安全性向上の取組

をより一層円滑かつ効果的なものとするための取りまとめが近々なされる予定である。

(2) 学協会・研究教育機関・市民社会等の反応

（a）学協会

・日本原子力学会安全部会オンラインセミナーにおいて、提言者の一人より「社会技術

としての原子力リスクマネジメント」について講演（令和 2年 10月 24日）

・日本原子力学会標準委員会において、「原子力発電所の継続的な安全性向上のための

リスク情報を活用した統合的意思決定に関する実施基準」講習会を実施（令和 2年 10

月 29日）

・日本原子力学会にて原子力安全部会企画セッション開催（令和 3年 3月 18日）

「継続的安全性向上：ステークホルダーにとっての意義」

・日本原子力学会原子力安全部会幹事会にて議論を実施（令和 3年 3月 1日）

(b) 研究教育機関

・東京大学にて国立研究開発法人連携講座「原子力安全マネージメント学講座」設立

記念シンポジウム開催（令和 3年 1月 13日）

原子力規制委員会伴委員からの来賓挨拶及び提言者の一人より当該講座の概要と 

提言第 8項目に関連する原子力安全マネジメントに関する教育と研究について講演 

５ メディア 

・NHK総合テレビ（令和 2年 7月 7日）おはよう日本

６ 意思の表出内容において、他の異なる意見との関係性等に変化があれば記載してくだ

さい。 

・該当なし

７ 考察と自己点検（a-cから一つ選択し、説明する） 

(b) ほぼ予想通りのインパクトが得られた

提言の対象とした原子力規制機関において、明示的に取り上げられ、新たな検討チ

ームが設置されたことは想定したインパクトである。

また NHKでのニュースにおいて放映されたこと、学協会において議論が活性化したこ

と、また大学における研究教育への影響を与えたことも想定通りのインパクトである

と言える。

インパクト・レポート作成責任者

総合工学委員会原子力安全に関する分科会委員長 

提出日 令和 3年 3月 25日  
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シ
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催
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、
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世
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ロ
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⽉
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⽇
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。
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加

者
の
職
業
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  日本学術会議会員候補者の推薦プロセス＜現行＞ 

 

 

（1/16～   現会員（210 名）・現連携会員（約 2000 名）による 

2/7)    推薦等（会員推薦は１名当たり２名まで） 

       

 

 

（2 月～       選考委員会(16 名) 

5 月）    （会員候補者 約１，３００名） 
 

 

      

 

 

 

 

（6/25）     候補者名簿の作成（１０５名） 

 

 

 

（6/25）      幹事会で候補者を決定 

 

 

（7/ 9）      総会で候補者を承認 

 

 

（8/31）     会長が内閣総理大臣に推薦 
 

注：日付、数字は第 25 期半数改選についてのもの 

分野にとらわれる

ことなく幅広い分

野から選考 

各部の選考分科会

において選考 

協力学術研究団体からの情報提供 
（2051 団体(R2.3)） 

25 期半数改選

の実績 

資料５－１ 
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5
,5
3
9

2
3
4
,0
1
0

計
1
,3
5
7
,5
6
1

1
,3
5
5
,8
7
8

1
,4
6
2
,3
5
3

1
,4
0
6
,0
5
2

1
,4
0
0
,6
7
0

1
,3
1
8
,7
9
1

1
,2
5
8
,4
2
7

1
,3
1
2
,3
7
7

1
,2
2
9
,5
2
8

1
,1
4
7
,1
9
5

1
,0
9
2
,8
7
1

平
成

2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
令

和
元

年
度

令
和

2
年

度
令

和
3
年

度

日
本

学
術

会
議

の
運

営
に
必

要
な
経

費
5
5
1
,9
5
1

5
0
3
,9
3
4

5
4
7
,1
5
2

5
3
2
,1
8
7

5
4
3
,6
9
9

5
3
8
,3
4
6

5
3
3
,7
5
9

5
3
6
,9
8
5

5
4
6
,7
2
3

5
3
6
,0
2
9

科
学

に
関

す
る
重

要
事

項
の

審
議

等
に
必

要
な
経

費
4
3
4
,7
2
1

4
3
8
,7
6
3

5
0
1
,0
2
6

4
8
0
,9
4
7

4
6
7
,3
1
2

5
1
2
,8
3
1

4
6
4
,2
5
5

4
6
5
,8
4
7

5
0
2
,2
3
7

4
4
8
,9
3
5

　
　
う
ち
政

府
・
社

会
等

に
対

す
る
提

言
等

2
2
7
,0
2
0

2
4
4
,0
5
1

3
0
2
,0
2
2

2
4
7
,0
5
7

2
4
7
,6
1
5

3
0
6
,3
8
7

2
4
7
,8
9
2

2
5
1
,3
8
7

2
9
1
,6
9
8

2
3
5
,7
4
1

　
　
う
ち
各

国
ア
カ
デ
ミ
ー
と
の

交
流

等
の

国
際

的
な
活

動
1
9
6
,3
0
9

1
8
3
,6
0
1

1
8
7
,5
8
2

2
2
2
,3
5
6

2
0
8
,1
7
3

1
9
5
,0
6
1

2
0
4
,0
1
1

2
0
2
,3
4
3

1
9
6
,9
9
1

2
0
0
,1
1
9

計
9
8
6
,6
7
2

9
4
2
,6
9
7

1
,0
4
8
,1
7
8

1
,0
1
3
,1
3
4

1
,0
1
1
,0
1
1

1
,0
5
1
,1
7
7

9
9
8
,0
1
4

1
,0
0
2
,8
3
2

1
,0
4
8
,9
6
0

9
8
4
,9
6
4

　
※

平
成

1
3
年

度
～

平
成

1
9
年

度
予

算
に
つ
い
て
は

、
組

替
掲

記
を
行

っ
て
い
る
。

⽇
本
学
術
会
議
予
算
推
移
（
平
成
13
年
度
以
降
）

0

20
0,
00
0

40
0,
00
0

60
0,
00
0

80
0,
00
0

1,
00

0,
00
0

1,
20

0,
00
0

1,
40

0,
00
0

1,
60

0,
00
0

⽇
本
学
術
会
議
の
運
営
に
必
要
な
経
費

科
学
に
関
す
る
重
要
事
項
の
審
議
等
に
必
要
な
経
費

単
位
：
千
円
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期 年
度

定
員

学
術

調
査

員

※
学

術
調

査
員

（
非

常
勤

）
は

各
年

度
４

月
１

日
時

点
で

雇
用

契
約

を
結

ん
で

い
た

者
の

人
数

の
合

計

5
1

5
0

1
3

7
85
0

5
3

5
3

5
2

5
2

5
8

5
7

5
7

5
6

5
4

平
成

1
5

年
度

平
成

1
4

年
度

平
成

1
3

年
度

6
2

5
4

6
1

6
1

6
0

6
0

5
9

平
成

2
0

年
度

平
成

1
9

年
度

平
成

1
8

年
度

平
成

1
7

年
度

平
成

1
6

年
度

平
成

2
5

年
度

平
成

2
4

年
度

平
成

2
3

年
度

平
成

2
2

年
度

平
成

2
1

年
度

平
成

3
0

年
度

平
成

2
9

年
度

平
成

2
8

年
度

平
成

2
7

年
度

平
成

2
6

年
度

日
本

学
術

会
議

の
定

員
・

学
術

調
査

員
数

の
推

移

令
和

2
年

度

5
0 6

令
和

3
年

度

5
0 8

第
2
5
期

第
2
4
期

第
2
3
期

第
2
2
期

第
2
1
期

第
2
0
期

第
1
9
期

第
1
8
期

令
和

元
年

度

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0（

人
）

定
員

学
術
調
査
員
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日本学術会議における外部評価について 

 

１ 沿革 

○外部評価は、「日本学術会議の在り方について」（平成 15年 2月 26日

総合科学技術会議）における指摘を受けて、第 20 期（平成 17 年 10

月から平成 20年 9月）から定期的に実施。 

（参考） 

○「日本学術会議の在り方について」（平成 15年 2月 26日総合科学技術会議） 

Ⅳ 当面の改革案 

２．組織、機構、運営等 

⑨評価体制 

○日本学術会議の活動状況や運営について内外の有識者により外部評価を行

う仕組みを導入することが考えられる。 

 

○「日本学術会議の今後の展望について」（平成 27 年 3 月 20 日「日本

学術会議の新たな展望を考える有識者会議」の指摘を踏まえ、第 23

期からは、外部評価実施規程を定める等、外部評価機能を強化。 

 （参考） 

○「日本学術会議の今後の展望について」（平成 27年 3月 20日日本学術会議の新

たな展望を考える有識者会議） 

第４ 日本学術会議の活動のさらなる活性化に向けて 

１．日本学術会議の活動の在り方 

（１）政府や社会に対する提言機能の強化 

  ②事後の検証 

   （略）外部評価制度をより効果的・積極的に活用し、その活動状況の適切な

評価に努めるべきである。 

 

２ 仕組み 

○学術会議の１年間の活動に対して、外部評価有識者（６名）による評

資料６－３ 
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価をいただいている。 

※外部評価有識者は、年齢、性別、専門分野等に著しい偏りが生じないように配

慮し、会長が委嘱する（任期３年、再任可）。 

○学術会議においては、幹事会の下に外部評価対応委員会（会長、副会

長を含む６名で構成）を置き、外部評価の実施に関する事項に対応し

ている。 

 

３ スケジュール 

１月～２月 外部評価有識者と学術会議執行部との意見交換 

  ※学術会議執行部（会長、副会長等）から学術会議の活動につい

ての説明、質疑応答、意見交換 

 ２月～３月 外部評価有識者による外部評価書の作成 

 ３月～４月 外部評価有識者座長から会長に外部評価書の提出 

 ４月頃   外部評価有識者座長が学術会議総会において説明 

       外部評価書は学術会議ホームページで公表 

 ７月頃   学術会議会長が指摘事項についての見解をまとめて公表

翌１月～２月 学術会議会長が、指摘事項についての対応状況をまとめ、

外部評有識者に報告・公表 
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こ
れ

ま
で
の

外
部
評

価
に
お
け

る
指

摘
事

項
に
つ

い
て
 

 

 
指
摘

事
項
の

概
要
 

学
術
会
議
の
対
応
（
会
長
メ
ッ
セ
ー
ジ
）
 

国
際
活

動
 

            

○
令
和
２
年
３
月
（
H
3
0
.
10
～
R
1
.
9
の
評

価
）
 

(
1
)
日
本
な
ら
で
は
の
学
術
確
立

と
世
界

へ
の
表

明
 

・
社
会
が
転
換
点
を
迎
え
、
専
門
分

化
し
た

科
学
技

術
の
み

で
は

対
応
が

困
難
。
歴
史
や
文
化
を
科
学
技
術
と

融
合
さ

せ
る
こ

と
で
、

日
本

独
自
の

新
た
な
価
値
、
新
た
な
方
法
を
生
み

出
す
と

き
で
は

な
い
か

。
そ

の
よ
う

な
学
問
の
確
立
に
向
け
、
日
本
学
術

会
議
と

し
て
、

日
本
独

自
の

新
た
な

価
値
等
を
国
際
会
議
等
の
場
で
発
信

す
れ
ば

、
日
本

の
学
術

の
国

際
的
な

プ
レ
ゼ
ン
ス
が
向
上
す
る
の
で
は
な

い
か
 

 ○
令
和
３
年
４
月
（
R
1
.
1
0～

R
2
.
9
の
評

価
）
 

(
4
)
我
が
国
の
代
表
機
関
と
し
て

世
界
の

中
で
果

た
す
べ
き

役
割
 

・
学
術
会
議
の
存
在
感
を
世
界
に

ど
う
示

す
か
が

課
題
 

 

○
令

和
２
年

６
月
 

・
Ｇ

サ
イ

エ
ン

ス
学

術
会
議
に

お
い

て
新
型

コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル

ス
感

染
症
に

係
る

共

同
声

明
を

取
り

ま
と

め
。
Ｇ
７

が
取

り
組
む

姿
勢

を
声
明
と

し
て

提
示
す

べ
き

と

の
我

々
の
進

言
を
受
け
た
も
の
と
認
識
 

・
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス
感
染

症
に

つ
い
て

国
際

的
な
情
報

発
信

を
意
識

し
ホ

ー

ム
ペ

ー
ジ

に
英

語
の

情
報
提
供

コ
ー

ナ
ー
を

設
置

。
国
際
学

術
会

議
や
ア

ジ
ア

学

術
会

議
と

の
連

携
強

化
、
各
国

ア
カ

デ
ミ
ー

と
の

情
報
共
有

、
世

界
的
視

野
で

の

取
組

も
進
め

る
 

 ○
令

和
３
年

７
月
 

・
「

日
本

学
術

会
議

の
よ
り
良

い
役
割

発
揮

に
向
け

て
」
に

お
い
て

は
、
「
国

際
活

動
の

強
化

」
を

、
取

り
組
む
項

目
の

最
初
に

掲
げ

、
国
際
学

術
団

体
や
各

国
ア

カ

デ
ミ

ー
と

の
交

流
・

連
携
の
強

化
や

、
国
際

活
動

の
発
信
強

化
に

取
り
組

む
こ

と

と
し

て
い
る
 

科
学
的

助
言
 

          

○
平
成
３
１
年
３
月
（
H
2
9.
1
0
-
H
3
0
.
9
の

評
価
）
 

(
4
)
こ
れ
ま
で
の
活
動
等
の
検
証
 

・
提
言
等
が
ど
の
よ
う
に
受
け
止
め

ら
れ
て

い
る
の

か
検
証

が
必

要
。
提

言
等
の
長
期
的
な
影
響
に
つ
い
て
も

検
証

を
行
っ

て
は
ど
う

か
 

・
科
学
技
術
関
係
予
算
は
、
短
期

的
に

成
果

が
上
が

る
可
能

性
が

高
い
分

野
に
配
分
さ
れ
が
ち
で
あ
る
が
、

学
術

的
意

義
等
が

短
期
的

に
は

必
ず
し

も
明
確
で
は
な
い
も
の
の
、
長
期

的
に

は
学

術
を
支

え
る
よ

う
な

研
究
成

果
を
も
た
ら
す
可
能
性
の
あ
る
研

究
に

も
光

を
当
て

る
必
要

。
学

術
会
議

は
こ
の
よ
う
な
研
究
に
焦
点
を
当

て
た
分

析
を
行

っ
て
は
ど

う
か
 

  

○
令

和
元
年

６
月
 

・
現

在
で

も
重

要
と

考
え
ら
れ

る
事

項
は
、

引
き

続
き
審
議

や
フ

ォ
ロ
ー

ア
ッ

プ

を
実

施
。

第
2
4
期

で
は
、
第

2
3
期
に
発
出
し
た
「
軍
事
的
安
全
保
障
研
究
に
関

す
る

声
明
」
の

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
た
め
の
分
科
会
を
設
け
、
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
、

審
議
 

・
提

言
等

の
フ

ォ
ロ

ー
ア
ッ
プ

に
つ

い
て
、

イ
ン

パ
ク
ト
レ

ポ
ー

ト
を
複

数
回

作

成
・

公
開
可

能
に
し
、
長
期
に
わ
た
る
影
響
も
見
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
た
 

・
長

期
的

に
学

術
を

支
え
る
研

究
を

推
進
す

る
た

め
に
は
研

究
評

価
が
重

要
と

考

え
、

研
究

評
価

分
科

会
を
設
置

。
研

究
評
価

の
在

り
方
に
関

す
る

調
査
、

提
言

等

を
行

う
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○
令
和
２
年
３
月
（
H
3
0
.
10
～
R
1
.
9
の
評

価
）
 

(
2
)
日
本
学
術
会
議
の
果
た
す
べ

き
役
割

と
仕
組

み
の
構
築

 

・
日
本
学
術
会
議
の
存
在
価
値
は
、

全
て
の

学
術
分

野
を
網

羅
す

る
科
学

者
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
て
い
る
こ
と

。
単
一

の
学
問

領
域
の

み
で

は
解
決

策
を
導
き
が
た
い
困
難
な
課
題
に
こ

そ
、
全

学
術
分

野
の
科

学
者

を
擁
す

る
日
本
学
術
会
議
の
知
見
が
求
め
ら

れ
て
い

る
。
ど

の
よ
う

な
課

題
が
社

会
に
あ
る
の
か
、
日
本
学
術
会
議
と

し
て
取

り
組
む

べ
き
か

否
か

に
つ
い

て
、
審
議
課
題
と
し
て
取
り
上
げ
る

前
の
「

課
題
選

定
」
の

段
階

か
ら
、

日
本
学
術
会
議
内
外
と
連
携
し
て
広

く
意
見

を
聞
く

機
会
を

持
つ

こ
と
を

提
案
す
る
。
議
論
の
拡
散
を
防
ぎ

つ
つ
学

術
界
の

知
を
総
合

的
に

結
集

し
、

社
会
的
に
意
義
あ
る
提
言
等
を
発
出

し
て

い
く
た

め
の
工
夫

が
必

要
 

  ○
令
和
３
年
４
月
（
R
1
.
1
0～

R
2
.
9
の
評

価
）
 

(
2
)
日
本
学
術
会
議
が
果
た
す
べ

き
役
割
 

・
発
出
し
た
提
言
・
報
告
が
ど
の

よ
う

に
国

民
に
受

け
止
め

ら
れ

、
浸
透

し
て
い
る
か
を
追
跡
す
る
機
能
が

必
要
 

・
提
言
・
報
告
を
発
出
す
る
際
に
は

、
個
別

具
体
的

な
内
容

だ
け

で
な

く
、

意
義
や
対
象
に
つ
い
て
も
明
確
に
発

信
す
る

と
と
も

に
、
提

言
・

報
告
が

政
策
に
反
映
さ
れ
る
よ
う
な
具
体
的

な
取

組
を
検

討
す
る
必

要
 

 

○
令

和
２
年

６
月
 

・
限

ら
れ

た
人

員
や

予
算
の
中

で
、

日
本
学

術
会

議
が
そ
の

存
在

意
義
を

発
揮

す

る
た

め
に

は
、

現
在

の
社

会
課

題
を

正
確

に
認
識

し
、

そ
の

重
要

な
社

会
課
題

に
対

し
て
注

力
し
て
取
組
を
行
う
必
要
 

・
本

年
の

重
要

な
社

会
課
題
が

、
新

型
コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル
ス
感

染
症

。
本
年

３
月

６

日
に

幹
事
会

声
明
を
発
出
し
、
学
術
の
立
場
か
ら
そ
の
社
会
的
使
命
を
自
覚
し
、

世
界

的
視

野
で
学
術

的
連

帯
を

と
り

つ
つ

、
様
々

な
立

場
の

方
々

と
協

力
し
て

感
染

症
対
策

に
取
り
組
む
こ
と
と
し
た
。
ま
た
、
第
二
部
に
、
大
規
模
感
染
症
予

防
・

制
圧

体
制
検
討

分
科

会
を

設
置

し
、

大
規
模

感
染

症
の

予
防

と
制

圧
に
必

要
な

体
制
等

を
検
討
 

・
日

本
学

術
会

議
が

取
り
組
む

べ
き

課
題
の

優
先

順
位
を
明

確
に

し
、
限

ら
れ

た

資
源

の
「
選

択
と
集
中
」
を
適
切
に
行
う
 

 ○
令

和
３
年

７
月
 

・
提

言
や

報
告

な
ど

の
意
思
の

表
出

の
改
革

に
取

り
組
む
。

会
員

・
連
携

会
員

の

意
見

を
伺
い

な
が
ら
検
討
を
進
め
る
。
 

・
学

協
会

が
行

う
提

言
等
と
日

本
学

術
会
議

の
科

学
的
助
言

活
動

に
は
協

働
と

差

別
化

の
両

面
が

必
要

。
そ
れ
ぞ

れ
の

役
割
を

明
確

に
し
つ
つ

、
今

ま
で
以

上
の

連

携
強

化
が
必

要
。
大
学
関
係
、
専
門
職
団
体
、
産
業
界
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
Ｎ
Ｇ
Ｏ
な
ど
、

各
界

と
の
連

携
強
化
も
必
要
。
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情
報
発

信
 

                         

○
平
成
３
１
年
３
月
（
H
2
9.
1
0
-
H
3
0
.
9
の

評
価
）
 

(
1
)
科
学
者
の
代
表
組
織
と
し
て
の

役
割
 

・
科
学
者
の
代
表
組
織
と
し
て
ふ

さ
わ

し
い

活
動
に

つ
い
て

、
ス

ピ
ー
ド

を
も
っ
て
タ
イ
ム
リ
ー
に
広
報
す

る
必
要
 

  
(
3
)
ア
カ
デ
ミ
ア
と
市
民
と
の
関

係
 

・
日
本
学
術
会
議
が
市
民
と
の
「

対
話

」
を

進
め
る

際
に
は

、
国

際
共
同

主
催
会
議
等
で
得
ら
れ
た
世
界
的

課
題

に
関

す
る
科

学
的
知

見
に

つ
い
て

も
取
り
入
れ
、
市
民
の
科
学
的
素

養
醸

成
も

意
識
す

べ
き
。

さ
ら

に
、
最

新
の
科
学
的
知
見
を
市
民
に
伝
え

る
こ

と
か

ら
一
歩

進
め
、

市
民

が
参
画

す
る
研
究
（
シ
チ
ズ
ン
サ
イ
エ
ン

ス
）

に
つ

い
て
課

題
や
可

能
性

を
審
議

す
れ
ば
、
シ
チ
ズ
ン
サ
イ
エ
ン
ス

を
進
め

る
一
助

に
な
る
の

で
は

な
い

か
 

 (
5
)
広
報
の
更
な
る
充
実
 

・
市
民
や
外
国
人
を
含
め
た
よ
り
多

く
の
方

々
に
、

提
言
等

を
読

ん
で
も

ら
う
た
め
の
工
夫
 

（
表
題
や
要
旨
の
日
英
併
記
、
要

旨
の

簡
略
化

、
要

旨
の
Ｈ

Ｔ
Ｍ

Ｌ
化

等
） 

・
イ
ベ
ン
ト
へ
の
参
加
拡
大
へ
の

工
夫

（
Ｓ

Ｎ
Ｓ
を

活
用
し

た
告

知
、
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
掲
載
の
工
夫
等
）
 

   ○
令
和
３
年
４
月
（
R
1
.
1
0～

R
2
.
9
の
評

価
）
 

(
6
)
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
に
対
応
し
、
時

宜
に

か
な
っ

た
情
報

発
信

の
必

要
性
 

・
そ
の
時
々
の
国
民
の
問
題
意
識
に

一
致
す

る
情
報

が
タ
イ

ム
リ

ー
に
発

信
さ
れ
る
必
要
 

・
ハ
ン
デ
ィ
キ
ャ
ッ
プ
を
も
つ
人
々

へ
の

情
報
発

信
の
方
法

の
検

討
 

○
令

和
元
年

６
月
 

・
御

指
摘
を

受
け
止
め
て
改
善
を
図
る
 

   ・
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
や

ゲ
ノ

ム
編
集
技

術
等

の
世
界

的
課

題
に
関
す

る
公

開
シ
ン

ポ
ジ

ウ

ム
等

を
開

催
し

最
先

端
の
研
究

動
向

を
市
民

に
紹

介
、
ま
た

サ
イ

エ
ン
ス

カ
フ

ェ

を
開

催
。
平

成
30

年
度
か
ら
は
地
方
学
術
会
議
を
開
催
、
地
方
で
の
市
民
の
科
学

的
素

養
醸
成

と
対
話
に
も
一
層
力
を
入
れ
て
い
る
 

・
今

年
２

月
シ

チ
ズ

ン
サ
イ
エ

ン
ス

に
つ
い

て
サ

イ
エ
ン
ス

カ
フ

ェ
、
３

月
シ

チ

ズ
ン

サ
イ
エ

ン
ス
を
通
じ
た
地
方
課
題
解
決
に
関
す
る
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
催
 

  ・
提

言
等

に
英

文
タ

イ
ト
ル
を

つ
け

る
こ
と

を
必

須
と
し
、

任
意

で
英
文

要
旨

を

作
成
 

・
要

旨
の
簡

略
化
に
つ
い
て
検
討
開
始
 

・
提

言
等
の

要
旨
の
Ｈ
Ｔ
Ｍ
Ｌ
化
を
準
備
中
 

・
全

て
の
公

開
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
、
提
言
等
を
Ｈ
Ｐ
掲
載
、
T
w
i
t
t
e
r
告
知
 

・
第

2
2・

2
3
期

の
提
言
等
を
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
に
関
連
付
け
て
Ｈ
Ｐ
掲
載
し
、
約
１
年
で

2
7
,
7
0
0
件

の
閲
覧
を
確
認
。
第

2
4
期
の
提
言
も
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
と
の
関
連
付
け
を
実

施
 

 ○
令

和
３
年

７
月
 

・
広

く
国

民
の

皆
様

に
科
学
の

成
果

を
還
元

し
、

そ
の
ニ
ー

ズ
・

関
心
を

把
握

す

る
た

め
、
情

報
発
信
力
の
強
化
と
対
話
の
機
会
の
充
実
に
取
り
組
む
。
 

・
国

民
と

の
双

方
向

の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ
ョ

ン
の

充
実
、
適

切
な

表
現
方

法
や

手

段
を

利
用
 

・
ハ

ン
デ
ィ

キ
ャ
ッ
プ
を
も
つ
人
々
へ
も
配
慮
し
た
発
信
内
容
や
方
法
を
検
討
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各
界

と
の

連

携
 

             

○
平
成
３
１
年
３
月
（
H
2
9.
1
0
-
H
3
0
.
9
の

評
価
）
 

(
1
)
科
学
者
の
代
表
組
織
と
し
て
の

役
割
 

・
第

2
4
期
の
残
さ
れ
た
期
間
に

学
者

や
学

協
会

に
と

っ
て

の
ブ

レ
イ
ン

と
し
て
何
を
な
す
の
か
。
例
え
ば
、

学
協
会

と
の
連

携
の
推

進
に

向
け
た

具
体
的
な
活
動
や
、
科
学
者
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

内
外
と

行
う
「

対
話

」
の
内

容
面
の
精
査
等
 

    ○
令
和
３
年
４
月
（
R
1
.
1
0～

R
2
.
9
の
評

価
）
 

(
2
)
日
本
学
術
会
議
が
果
た
す
べ

き
役
割
 

・
効
率
的
か
つ
効
果
的
な
活
動
を

実
施

す
る

た
め
、

年
に
１

～
２

回
は
会

員
及
び
連
携
会
員
間
の
情
報
共
有

の
場
を

設
け
る

べ
き
 

・
協
力
学
術
研
究
団
体
と
の
連
携
も

重
要
。

日
本
学

術
会
議

と
国

民
と
を

つ
な
ぐ
役
割
と
し
て
、
学
術
会
議
を

軸
に
学

協
会
全

体
が
有

機
的

に
協
働

し
て
一
体
と
し
て
活
動
す
る
こ
と
が

必
要

。
 

○
令

和
元
年

６
月
 

・
第

24
期

で
は
「
対
話
」
を
重
視
し
、
科
学
者
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
内
外
と
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
こ

れ
ま
で
以

上
に

活
性
化

。
協

力
学
術
研

究
団

体
へ
の

情
報

共

有
、

意
見

交
換

の
場

の
設
置
、

学
協

会
連
携

分
科

会
で
の
検

討
等

を
通
じ

、
学

協

会
の

さ
ら
な

る
活
性
化
を
図
る
 

・
産

業
界

に
つ

い
て

は
政
府
・

産
業

界
連
携

分
科

会
に
お
い

て
、

報
道
関

係
に

つ

い
て

は
メ

デ
ィ

ア
懇

談
分
科
会

に
お

い
て
、

実
務

者
を
交
え

、
対

話
方
法

や
内

容

を
審

議
。

審
議

内
容

は
、
分
科

会
の

議
事
要

旨
の

公
開
の
ほ

か
、

提
言
や

公
開

シ

ン
ポ

ジ
ウ
ム

等
の
形
で
一
般
の
方
に
も
公
表
 

 ○
令

和
３
年

７
月
 

・
幹

事
会
や

記
者
会
見
の
内
容
の
情
報
共
有
 

・
学

協
会

が
行

う
提

言
等
と
日

本
学

術
会
議

の
科

学
的
助
言

活
動

に
は
協

働
と

差

別
化

の
両

面
が

必
要

。
そ
れ
ぞ

れ
の

役
割
を

明
確

に
し
つ
つ

、
今

ま
で
以

上
の

連

携
強

化
が
必

要
。
大
学
関
係
、
専
門
職
団
体
、
産
業
界
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
Ｎ
Ｇ
Ｏ
な
ど
、

各
界

と
の
連

携
強
化
も
必
要
。

 

 

多
様
性
 

○
平
成
３
１
年
３
月
（
H
2
9.
1
0
-
H
3
0
.
9
の

評
価
）
 

(
2
)
多
様
性
の
確
保
に
向
け
た
支
援
 

・
活
躍
す
る
若
手
研
究
者
や
女
性

研
究

者
に

つ
い
て

、
次
世

代
の

育
成
に

資
す
る
活
動
を
積
極
的
に
行
っ
て

い
る

方
を

対
象
と

し
た
賞

を
創

設
し
、

日
本
学
術
会
議
と
し
て
彼
ら
の
活

動
を

社
会

的
に
承

認
し
、

後
押

し
し
て

は
ど
う
か
。
 

・
障
害
者
や
高
齢
者
と
い
っ
た
分

野
に

注
目

し
た
活

動
を
行

っ
て

は
ど
う

か
 

 ○
令
和
２
年
３
月
（
H
3
0
.
10
～
R
1
.
9
の
評

価
）
 

○
令

和
元
年

６
月
 

・
ど

の
よ

う
に

彼
ら

の
活
動
を

評
価

し
、
促

進
で

き
る
か
、

若
手

ア
カ
デ

ミ
ー

や

各
部

の
下

に
設

け
ら

れ
た
女
性

研
究

者
や
ダ

イ
バ

ー
シ
テ
ィ

に
関

す
る
分

科
会

等

で
も

議
論
し

て
い
き
た
い
 

・
認

知
症

に
関

し
て

、
病
的
段

階
に

至
る
前

の
軽

度
認
知
障

害
や

そ
の
予

備
軍

に

ま
で

ス
コ
ー

プ
を
広
げ
、
ま
た
工
学
、
看
護
・
保
健
学
、
公
共
政
策
学
、
経
済
学
等

も
含

め
総

合
的

に
検

討
す

べ
く

課
題

別
委

員
会

(
認

知
障

害
に

関
す

る
包

括
的

検

討
委

員
会
）

を
設
置
 

 ○
令

和
２
年

６
月
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(
4
)
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
の
推
進
 

・
充
実
し
た
審
議
を
す
る
た
め
の

環
境
整

備
と
し

て
、
会
員

選
考

等
で

は
、

既
存
の
分
野
等
に
と
ら
わ
れ
な
い
幅

広
い
分

野
の
研

究
者
を

積
極

的
に
選

考
し
、
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
を
推
進
し

て
い

た
だ
き

た
い
 

 ○
令
和
３
年
４
月
（
R
1
.
1
0～

R
2
.
9
の
評

価
）
 

(
5
)
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
の
実
現
に

向
け
て

果
た
す

べ
き
役
割

 

・
学
術
会
議
や
国
立
大
学
だ
け
で

な
く

、
推

進
の
難

し
い
私

立
大

学
や
研

究
機
関
、
企
業
等
が
採
る
べ
き
方

法
、

我
が

国
の
現

状
を
分

析
し

た
う
え

で
政
策
に
結
び
つ
く
よ
う
な
見
解

や
助
言

が
待
た

れ
る
。
 

・
会

員
及

び
連

携
会

員
の
選
考

に
当

た
っ
て

は
、

性
別
・
年

齢
・

地
域
・

所
属

分

野
・

障
が

い
の

有
無

な
ど
に
つ

い
て

配
慮
し

、
ダ

イ
バ
ー
シ

テ
ィ

の
推
進

に
努

め

る
 

  ○
令

和
３
年

７
月
 

・
委

員
会

や
分

科
会

で
、
ダ
イ

バ
ー

シ
テ
ィ

や
ジ

ェ
ン
ダ
ー

に
関

す
る
議

論
を

深

め
て

い
き
た

い
 

事
務
局

体
制
 

○
令
和
３
年
４
月
（
R
1
.
1
0～

R
2
.
9
の
評

価
）
 

(
2
)
日
本
学
術
会
議
が
果
た
す
べ

き
役
割
 

・
十
分
な
予
算
及
び
職
員
の
拡
充

が
必
要

。
 

 

○
令

和
３
年

７
月
 

・
事

務
局

機
能

の
強

化
も
「
日

本
学

術
会
議

の
よ

り
良
い
役

割
発

揮
に
向

け
て

」

に
お

い
て

掲
げ

て
お

り
、
デ
ジ

タ
ル

・
ト
ラ

ン
ス

フ
ォ
ー
メ

ー
シ

ョ
ン
へ

の
対

応

や
学

術
調
査

員
の
拡
充
な
ど
を
進
め
た
い
 

そ
の
他
 

○
令
和
２
年
３
月
（
H
3
0
.
10
～
R
1
.
9
の
評

価
）
 

(
3
)
人
文
・
社
会
科
学
の
果
た
す

役
割
の

再
検
討
 

・
こ
れ
か
ら
の
日
本
の
学
術
に
と
っ

て
、
人

文
・
社

会
科
学

の
知

の
活
用

が
重
要
な
鍵
。
日
本
学
術
会
議
と
し

て
、
こ

の
こ
と

を
社
会

に
対

し
て
明

確
に
打
ち
出
す
べ
き
。
日
本
学
術
会

議
の
社

会
的
役

割
を
考

え
れ

ば
、
複

雑
化
・
多
様
化
し
て
い
く
社
会
的
課

題
に
こ

れ
か
ら

ど
う
対

応
し

て
い
く

か
は
、
極
め
て
重
要
。
社
会
と
学

術
と
の

関
係
を

考
え
る
際

に
は
、
人

文
・

社
会
科
学
に
よ
る
社
会
や
文
化
の
分

析
や
、

創
造
力

、
文
化

力
の

形
成
に

資
す
る
研
究
と
の
対
話
が
必
要
。
人

文
・
社

会
科
学

と
自
然

科
学

と
が
協

働
す
る
こ
と
で
、
学
術
が
よ
り
社
会

に
応

え
る
も

の
と
し
て

進
展

す
る

。
 

・
さ
ら
に
、
人
文
・
社
会
科
学
の
も

う
１
つ

の
重
要

な
役
割

は
、

自
明
と

考
え
ら
れ
て
い
る
よ
う
な
学
術
の
前

提
や
理

念
を
根

底
か
ら

反
省

的
に
問

い
直
し
、
新
た
な
価
値
を
創
造
す
る

こ
と
に

あ
る
。

特
に
、

社
会

が
大
き

く
変
化
す
る
時
代
は
、
既
存
の
価
値

観
を
疑

い
新
た

な
価
値

を
創

造
す
る

○
令

和
２
年

６
月
 

・
学

術
会
議

は
か
ね
て
よ
り
、
人
文
・
社
会
科
学
を
含
む
科
学
・
技
術
の
全
体
に
つ

い
て

、
長

期
的
・
総
合
的
な
政
策
を
展
開
す
る
こ
と
の
必
要
性
を
指
摘
。
人
文
・
社

会
科

学
と

自
然

科
学

と
が
緊
密

に
連

携
し
、

総
合

的
な
知
の

基
盤

を
形
成

す
る

こ

と
が

不
可

欠
。

こ
の

よ
う
な
考

え
方

に
つ
い

て
、

政
府
に
お

け
る

科
学
技

術
基

本

法
の

改
正
の

検
討
に
際
し
、「

科
学
技
術
基
本
法
改
正
に
関
す
る
日
本
学
術
会
議
幹

事
会

声
明
」

と
し
て
表
明
 

・
総

合
科

学
技

術
・

イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ

ン
会
議

で
の

検
討
に
代

表
者

を
送
っ

て
議

論

に
参

画
、

人
文

・
社

会
科
学
の

あ
り

方
を
は

じ
め

と
し
た
学

術
の

立
場
か

ら
審

議

に
貢

献
。

法
改

正
で

は
「
イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ
ン

の
創

出
」
も
法

律
の

対
象
に

追
加

さ

れ
、「

科
学

技
術

の
水
準
の
向
上
」
と
「
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
の
促
進
」
が
並

列
の

目
的

と
し

て
位

置
付
け
ら

れ
た

。
両
者

は
そ

れ
ぞ
れ
固

有
の

目
的
・

価
値

を

持
つ

政
策

課
題

で
あ

る
こ
と
に

留
意

し
、
双

方
の

振
興
が
重

要
。

学
術
会

議
も

、

学
術

の
立
場

か
ら
引
き
続
き
積
極
的
・
建
設
的
な
役
割
を
果
た
し
て
い
く
必
要
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人
文
・
社
会
科
学
の
機
能
が
さ
ら
に

重
要

に
な
る

。
 

 ○
令
和
３
年
４
月
（
R
1
.
1
0～

R
2
.
9
の
評

価
）
 

(
1
)
日
本
学
術
会
議
会
員
任
命
問

題
 

・
選
考
の
仕
組
み
や
方
法
、
条
件

、
会

員
や

連
携
会

員
の
役

割
な

ど
に
つ

い
て
公
開
す
べ
き
 

・
人
文
・
社
会
科
学
を
含
む
科
学

全
体

が
、

国
民
に

資
す
る

に
は

い
か
な

る
機
能
を
有
す
る
べ
き
か
と
い
う

視
点
は

外
し
て

は
な
ら
な

い
 

・
研
究
者
の
多
様
性
や
研
究
の
自

由
が

確
保

さ
れ
る

改
革
が

行
わ

れ
る
べ

き
 

 (
3
)
人
文
・
社
会
科
学
分
野
に
お

い
て
果

た
す
べ

き
役
割
 

・
科
学
技
術
基
本
法
改
正
に
よ
り
「

科
学
技

術
」
に

「
人
文

科
学

」
が
追

加
さ
れ
た
が
、
こ
の
改
正
を
学
術
会

議
が

ど
う
活

か
す
の
か

不
明

確
 

・
第
一
部
（
人
文
・
社
会
科
学
）

の
会

員
を

従
来
通

り
の
人

数
に

す
る
こ

と
で
部
会
・
委
員
会
・
分

科
会

な
ど

の
会
務

の
順
調

な
遂
行

を
果

た
し
た

い
旨
を
、
再
度
、
内
閣
府
に
対
し

要
請
す

べ
き
 

  ○
令

和
３
年

７
月
 

・「
日

本
学

術
会
議

の
よ
り
良
い
役
割
発
揮
に
向
け
て
」
に
記
載
し
た
改
革
を
進
め

る
 

      ・
学

術
会

議
が

こ
れ

を
ど
う
活

か
す

か
は
真

剣
に

取
り
組
ま

ね
ば

な
ら
な

い
重

要

事
項

。
今

後
の

科
学

的
助
言
に

つ
い

て
は
、

社
会

の
複
雑
さ

に
対

応
し
た

分
野

横

断
的

な
視
点

が
重
要
。「

委
員
会
等
連
絡
会
議
」
を
設
置
し
、
中
長
期
的
視
点
・
俯

瞰
的

視
野
・

分
野
横
断
的
な
検
討
を
行
う
 

・
引

き
続
き

６
名
の
任
命
を
求
め
る
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昭和二十三年法律第百二十一号

日本学術会議法

日本学術会議は、科学が文化国家の基礎であるという確信に立つて、科学者の総意の下に、わが国の平和的復興、人類社会の福祉に貢

献し、世界の学界と提携して学術の進歩に寄与することを使命とし、ここに設立される。

第一章　設立及び目的

第一条　この法律により日本学術会議を設立し、この法律を日本学術会議法と称する。

２　日本学術会議は、内閣総理大臣の所轄とする。

３　日本学術会議に関する経費は、国庫の負担とする。

第二条　日本学術会議は、わが国の科学者の内外に対する代表機関として、科学の向上発達を図り、行政、産業及び国民生活に科学を反映

浸透させることを目的とする。

第二章　職務及び権限

第三条　日本学術会議は、独立して左の職務を行う。

一　科学に関する重要事項を審議し、その実現を図ること。

二　科学に関する研究の連絡を図り、その能率を向上させること。

第四条　政府は、左の事項について、日本学術会議に諮問することができる。

一　科学に関する研究、試験等の助成、その他科学の振興を図るために政府の支出する交付金、補助金等の予算及びその配分

二　政府所管の研究所、試験所及び委託研究費等に関する予算編成の方針

三　特に専門科学者の検討を要する重要施策

四　その他日本学術会議に諮問することを適当と認める事項

第五条　日本学術会議は、左の事項について、政府に勧告することができる。

一　科学の振興及び技術の発達に関する方策

二　科学に関する研究成果の活用に関する方策

三　科学研究者の養成に関する方策

四　科学を行政に反映させる方策

五　科学を産業及び国民生活に浸透させる方策

六　その他日本学術会議の目的の遂行に適当な事項

第六条　政府は、日本学術会議の求に応じて、資料の提出、意見の開陳又は説明をすることができる。

第六条の二　日本学術会議は、第三条第二号の職務を達成するため、学術に関する国際団体に加入することができる。

２　前項の規定により学術に関する国際団体に加入する場合において、政府が新たに義務を負担することとなるときは、あらかじめ内閣総

理大臣の承認を経るものとする。

第三章　組織

第七条　日本学術会議は、二百十人の日本学術会議会員（以下「会員」という。）をもつて、これを組織する。

２　会員は、第十七条の規定による推薦に基づいて、内閣総理大臣が任命する。

３　会員の任期は、六年とし、三年ごとに、その半数を任命する。

４　補欠の会員の任期は、前任者の残任期間とする。

５　会員は、再任されることができない。ただし、補欠の会員は、一回に限り再任されることができる。

６　会員は、年齢七十年に達した時に退職する。

７　会員には、別に定める手当を支給する。

８　会員は、国会議員を兼ねることを妨げない。

第八条　日本学術会議に、会長一人及び副会長三人を置く。

２　会長は、会員の互選によつて、これを定める。

３　副会長は、会員のうちから、総会の同意を得て、会長が指名する。

４　会長の任期は、三年とする。ただし、再選されることができる。

５　副会長の任期は、三年とする。ただし、再任されることができる。

６　補欠の会長又は副会長の任期は、前任者の残任期間とする。

第九条　会長は、会務を総理し、日本学術会議を代表する。

２　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、会長の指名により、いずれかの一人が、その職務を代理する。

第十条　日本学術会議に、次の三部を置く。

第一部

第二部

第三部

第十一条　第一部は、人文科学を中心とする科学の分野において優れた研究又は業績がある会員をもつて組織し、前章の規定による日本学

術会議の職務及び権限のうち当該分野に関する事項をつかさどる。

２　第二部は、生命科学を中心とする科学の分野において優れた研究又は業績がある会員をもつて組織し、前章の規定による日本学術会議

の職務及び権限のうち当該分野に関する事項をつかさどる。

３　第三部は、理学及び工学を中心とする科学の分野において優れた研究又は業績がある会員をもつて組織し、前章の規定による日本学術

会議の職務及び権限のうち当該分野に関する事項をつかさどる。

４　会員は、前条に掲げる部のいずれかに属するものとする。

第十二条　各部に、部長一人、副部長一人及び幹事二人を置く。

２　部長は、その部に属する会員の互選によつて定める。

３　副部長及び幹事は、その部に属する会員のうちから、部会の同意を得て、部長が指名する。

４　第八条第四項及び第六項の規定は部長について、同条第五項及び第六項の規定は副部長及び幹事について、それぞれ準用する。

第十三条　部長は、部務を掌理する。

２　副部長は、部長を補佐し、部長に事故があるときは、その職務を代理する。

３　幹事は、部長の命を受け、部務に従事する。

第十四条　日本学術会議に、その運営に関する事項を審議させるため、幹事会を置く。

２　幹事会は、会長、副会長、部長、副部長及び幹事をもつて組織する。

1
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３　日本学術会議は、第二十八条の規定による規則（以下この章及び次章において「規則」という。）で定めるところにより、前章の規定

による日本学術会議の職務及び権限の一部を幹事会に委任することができる。

第十五条　日本学術会議に、会員と連携し、規則で定めるところにより第三条に規定する職務の一部を行わせるため、日本学術会議連携会

員（以下「連携会員」という。）を置く。

２　連携会員は、優れた研究又は業績がある科学者のうちから会長が任命する。

３　連携会員は、非常勤とする。

４　前三項に定めるもののほか、連携会員に関し必要な事項は、政令で定める。

第十五条の二　日本学術会議に、規則で定めるところにより、会員又は連携会員をもつて組織される常置又は臨時の委員会を置くことがで

きる。

第十六条　日本学術会議に、事務局を置き、日本学術会議に関する事務を処理させる。

２　事務局に、局長その他所要の職員を置く。

３　前項の職員の任免は、会長の申出を考慮して内閣総理大臣が行う。

第四章　会員の推薦

第十七条　日本学術会議は、規則で定めるところにより、優れた研究又は業績がある科学者のうちから会員の候補者を選考し、内閣府令で

定めるところにより、内閣総理大臣に推薦するものとする。

第十八条　削除

第十九条　削除

第二十条　削除

第二十一条　削除

第二十二条　削除

第五章　会議

第二十三条　日本学術会議の会議は、総会、部会及び連合部会とする。

２　総会は、日本学術会議の最高議決機関とし、年二回会長がこれを招集する。但し、必要があるときは、臨時にこれを招集することがで

きる。

３　部会は、各部に関する事項を審議し、部長がこれを招集する。

４　連合部会は、二以上の部門に関連する事項を審議し、関係する部の部長が、共同してこれを招集する。

第二十四条　総会は、会員の二分の一以上の出席がなければ、これを開くことができない。

２　総会の議決は、出席会員の多数決による。

３　部会及び連合部会の会議については、前二項の規定を準用する。

第六章　雑則

第二十五条　内閣総理大臣は、会員から病気その他やむを得ない事由による辞職の申出があつたときは、日本学術会議の同意を得て、その

辞職を承認することができる。

第二十六条　内閣総理大臣は、会員に会員として不適当な行為があるときは、日本学術会議の申出に基づき、当該会員を退職させることが

できる。

第二十七条　削除

第二十八条　会長は、総会の議決を経て、この法律に定める事項その他日本学術会議の運営に関する事項につき、規則を定めることができ

る。

附　則　抄

第二十九条　この法律のうち、第三十四条及び第三十五条の規定は、この法律の公布の日から、これを施行し、その他の規定は、昭和二十

四年一月二十日から、これを施行する。

第三十条　日本学士院規程（明治三十九年勅令第百四十九号）、学術研究会議官制（大正九年勅令第二百九十七号）及び日本学士院会員の

待遇に関する件（大正三年勅令第二百五十八号）は、これを廃止する。

附　則　（昭和二四年五月三一日法律第一三三号）

この法律は、昭和二十四年六月一日から施行する。

附　則　（昭和二四年一二月一二日法律第二五二号）　抄

１　この法律は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和二五年三月七日法律第四号）

この法律は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三一年三月二三日法律第二一号）

この法律は、昭和三十一年四月一日から施行する。

附　則　（昭和三一年三月二四日法律第二七号）　抄

（施行期日）

１　この法律は、昭和三十一年四月一日から施行する。

附　則　（昭和三六年六月一七日法律第一四五号）　抄

この法律は、学校教育法の一部を改正する法律（昭和三十六年法律第百四十四号）の施行の日から施行する。

附　則　（昭和三九年六月一九日法律第一一〇号）　抄

（施行期日）

１　この法律は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五八年一一月二八日法律第六五号）　抄

（施行期日）

１　この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、第七条、第二十五条及び第

二十六条の改正規定並びに附則第七項の規定は昭和五十九年一月二十日から起算して一年六月を超えない範囲内において政令で定める日

から、第二十七条の改正規定は昭和五十九年一月二十日から、次項の規定は公布の日から施行する。

（経過措置）

２　昭和五十九年一月十九日において現に日本学術会議会員（以下「会員」という。）である者の任期は、日本学術会議法第七条第二項及

び第二十七条第二項の規定にかかわらず、前項ただし書の政令で定める日の前日までとする。
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３　この法律の施行の際現に会員である者に係る各部の定員については、改正後の日本学術会議法（以下「新法」という。）第十一条の規

定にかかわらず、なお従前の例による。

４　新法第十五条の規定は、同条第一項の規則に係る部分を除き、附則第一項ただし書の政令で定める日から適用する。

５　新法第十七条の規定は、この法律の施行の際現に会員である者については、その任期中適用しない。

６　附則第一項ただし書の政令で定める日までの間、新法第十八条及び第二十二条の規定の適用については、これらの規定中「研究連絡委

員会」とあるのは、「第十五条第一項の規則により設置すべきものと定められた研究連絡委員会」とする。

附　則　（平成一一年七月一六日法律第一〇二号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。

一　略

二　附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の規定　公布の日

（別に定める経過措置）

第三十条　第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律で定める。

附　則　（平成一六年四月一四日法律第二九号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、平成十七年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第十八条から第二十二条までの改正規定、第二十二条の二及び第二十二条の三を削る改正規定並びに附則第二条から第四条まで、第

五条第一項（内閣総理大臣に推薦することに係る部分を除く。）及び第二項並びに第八条の規定　公布の日

二　第一条第二項、第六条の二第二項及び第十六条第三項の改正規定並びに附則第五条第一項（内閣総理大臣に推薦することに係る部分

に限る。）、第七条及び第九条から第十一条までの規定　平成十七年四月一日

（経過措置）

第二条　前条第一号に掲げる規定の施行の日（以下「一部施行日」という。）からこの法律の施行の日（以下「施行日」という。）までの間

における日本学術会議法第七条第二項及び第十五条第二項の規定の適用については、これらの規定中「第二十二条」とあるのは、「日本

学術会議法の一部を改正する法律（平成十六年法律第二十九号）による改正前の第二十二条」とする。

第三条　施行日の前日において日本学術会議会員（以下「会員」という。）又は研究連絡委員会の委員である者の任期は、改正前の日本学

術会議法（以下「旧法」という。）第七条第三項（旧法第十五条第三項において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、その日に満

了する。

第四条　一部施行日から施行日の前日までの間、日本学術会議に、施行日以後最初に任命される会員（以下「新会員」という。）の候補者

の選考及び推薦を行わせるため、日本学術会議会員候補者選考委員会（以下「委員会」という。）を置く。

２　委員会は、政令で定める数を超えない範囲内の数の委員をもって組織する。

３　委員は、学識経験のある者のうちから、次に掲げる者と協議の上、日本学術会議の会長が任命する。

一　内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第二十九条第一項第六号に掲げる総合科学技術会議の議員のうちから総合科学技術会議

の議長が指名するもの

二　日本学士院の院長

４　委員会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。

５　専門委員は、学識経験のある者のうちから日本学術会議の会長が任命する。

６　委員及び専門委員は、非常勤とする。

７　前各項に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、政令で定める。

第五条　委員会は、その定めるところにより、優れた研究又は業績がある科学者のうちから新会員の候補者を選考し、内閣府令で定めると

ころにより、内閣総理大臣に推薦するものとする。

２　委員会は、前項の規定により新会員の候補者の選考を行う場合には、次条第二項の規定によりその任期が三年である新会員の候補者と

改正後の日本学術会議法（以下「新法」という。）第七条第三項の規定によりその任期が六年である新会員の候補者との別ごとに行うも

のとする。

第六条　新会員は、新法第七条第二項の規定にかかわらず、前条第一項の規定による推薦に基づいて、内閣総理大臣が任命する。

２　新会員の半数の者の任期は、新法第七条第三項の規定にかかわらず、三年とする。

３　新法第七条第五項の規定は、新会員（前項の規定によりその任期が三年であるものを除く。）から適用する。

第七条　附則第一条第二号に掲げる規定の施行の際、総務省本省に国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条の三の特別の機

関として置かれている日本学術会議及びその会長、会員その他の職員は、内閣府本府に内閣府設置法第四十条の特別の機関として置かれ

る日本学術会議及びその相当の職員となり、同一性をもって存続するものとする。

第八条　附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。
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平成十七年政令第二百九十九号

日本学術会議法施行令

内閣は、日本学術会議法（昭和二十三年法律第百二十一号）第十五条第四項の規定に基づき、日本学術会議法施行令（昭和五十九年政令

第百六十号）の全部を改正するこの政令を制定する。

（連携会員の任期等）

第一条　日本学術会議連携会員（以下「連携会員」という。）の任期は、六年とする。ただし、一定の期間内に限ってその職務を行わせる

ことが必要である場合には、六年未満の任期を定めて任命することを妨げない。

２　連携会員は、再任されることができる。

（連携会員の辞職）

第二条　会長は、連携会員から病気その他やむを得ない事由による辞職の申出があったときは、その辞職を承認することができる。

（連携会員の退職）

第三条　会長は、連携会員に連携会員として不適当な行為があるときは、日本学術会議法第二十八条の規定による規則（以下単に「規則」

という。）で定めるところにより、当該連携会員を退職させることができる。

（雑則）

第四条　この政令に定めるもののほか、連携会員に関し必要な事項は、規則で定める。

附　則

（施行期日）

１　この政令は、平成十七年十月一日から施行する。

（日本学術会議会員候補者選考委員会令の廃止）

２　日本学術会議会員候補者選考委員会令（平成十六年政令第百六十二号）は、廃止する。
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平成十七年日本学術会議規則第三号

日本学術会議会則

日本学術会議法（昭和二十三年法律第百二十一号）第二十八条の規定に基づき、日本学術会議会則（昭和二十四年日本学術会議規則第一

号）の全部を改正する規則を次のように定める。

目次

第一章　総則（第一条）

第二章　職務（第二条、第三条）

第三章　組織（第四条―第六条）

第四章　会員及び連携会員の選考等（第七条―第十五条）

第五章　会議（第十六条）

第六章　総会（第十七条―第十九条）

第七章　部会（第二十条―第二十二条）

第八章　幹事会（第二十三条―第二十六条）

第九章　委員会（第二十七条―第三十二条）

第十章　地区会議（第三十三条）

第十一章　若手アカデミー（第三十四条）

第十二章　栄誉会員（第三十五条）

第十三章　日本学術会議協力学術研究団体（第三十六条）

第十四章　雑則（第三十七条―第三十九条）

附則

第一章　総則

（総則）

第一条　日本学術会議（以下「学術会議」という。）の運営に関する事項は、この会則の定めるところによる。

第二章　職務

（意思の表出）

第二条　学術会議は、日本学術会議法（以下「法」という。）第四条に定める諮問に対する答申及び法第五条に定める勧告のほか、法第三

条第一号の職務として、次に掲げる意思の表出をすることとし、その表出主体及び定義は別表のとおりとする。

一　要望

二　声明

三　提言

四　報告

五　回答

（国際活動）

第三条　学術会議は、法第六条の二に定める国際団体への加入のほか、法第三条第二号の職務として、次に掲げる国際活動を行うことがで

きる。

一　学術に関する国際会議等への代表の派遣

二　学術に関する国際会議の主催及び後援

三　二国間学術交流

四　アジア学術会議に関すること。

五　その他会長が必要と認めるもの

２　国際活動に関し必要な事項は、幹事会が定める。

第三章　組織

（会長の互選等）

第四条　法第八条第二項の会長の互選は、他の案件に先立って総会で行うものとする。

２　前項に規定するもののほか、会長の互選に関する事項は、総会が定める。

（副会長の職務）

第五条　副会長は、会長が定めるところにより、次に掲げる事項をつかさどる。

一　学術会議の組織運営及び科学者間の連携に関すること。

二　学術会議と政府、社会及び国民等との関係に関すること。

三　学術会議の国際活動に関すること。

（部への所属）

第六条　法第十一条第四項に規定する会員の部への所属は、会員からの申出に基づき総会が定める。

第四章　会員及び連携会員の選考等

（連携会員の任期の例外）

第七条　日本学術会議法施行令（平成十七年政令第二百九十九号、以下「令」という。）第一条第一項ただし書の規定に基づき、国際業務

又は委員会の特定の専門的事項の審議に参画するため三年以下の必要な期間を定めて日本学術会議連携会員（以下「連携会員」という。）

を任命することができる。

２　前項に定めるもののほか、令第一条第一項ただし書の規定に基づき、学術会議の活動に参画させるため、必要な期間を定めて連携会員

を任命することができる。

（会員及び連携会員の選考の手続）

第八条　会員及び連携会員（前条第一項に基づき任命された連携会員を除く。以下この項、次項及び第四項において同じ。）は、幹事会が

定めるところにより、会員及び連携会員の候補者を、別に総会が定める委員会に推薦することができる。

２　前項の委員会は、前項の推薦その他の情報に基づき、会員及び連携会員の候補者の名簿を作成し、幹事会に提出する。

３　幹事会は、前項の会員の候補者の名簿に基づき、総会の承認を得て、会員の候補者を内閣総理大臣に推薦することを会長に求めるもの

とする。

４　幹事会は、第二項の連携会員の候補者の名簿に基づき、連携会員の候補者を決定し、その任命を会長に求めるものとする。

５　幹事会は、前条第一項に基づき任命される連携会員の候補者を決定し、その任命を会長に求めるものとする。
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６　その他選考の手続に関し必要な事項は、幹事会が定める。

（会員の辞職）

第九条　幹事会は、会員から辞職の申出があったときは、法第二十五条に定める同意を得ることにつき、総会に議決を求めなければならな

い。ただし、当該会員の辞職の申出理由が、総会の議決を待つことが適当でないものと認められる場合は、幹事会の議決をもって同意と

することができる。

２　前項ただし書の場合、幹事会は、議決の後に開催される最初の総会に報告しなければならない。

３　幹事会は、第一項ただし書の同意を得るに当たり、別に総会が定める委員会の意見を求めることができる。

（会員の退職）

第十条　幹事会は、会員に会員として不適当な行為があると認めるときは、法第二十六条に規定する申出をすることにつき、総会に議決を

求めることができる。

２　前項において、幹事会は、別に総会が定める委員会の意見を聴かなければならない。

３　前項において、前項の委員会は、当該会員に弁明の機会を与えなければならない。

（連携会員の補欠の者の任期）

第十一条　連携会員の補欠の者の任期は、前任者の残任期間とする。

（連携会員の再任）

第十二条　連携会員の再任の回数は、二回を限度とする。ただし、任命の時点で七十歳以上であるときは、当該任期限りとする。

２　前項の再任の回数には、会員に任命された場合を連携会員として任命されたものとみなして、これに含める。

３　第一項の規定は、第七条第一項に基づき任命された連携会員には適用しない。

（連携会員の辞職）

第十三条　令第二条の辞職の申出があったときは、会長は、その承認について、幹事会の同意を得なければならない。

２　幹事会は、前項の同意をするに当たり、第九条第三項の委員会の意見を求めることができる。

（連携会員の退職）

第十四条　幹事会は、連携会員に連携会員として不適当な行為があると認めるときは、令第三条に基づき当該連携会員を退職させること

を、会長に求めることができる。

２　前項において、幹事会は、第十条第二項の委員会の意見を聴かなければならない。

３　前項において、第十条第二項の委員会は、当該連携会員に弁明の機会を与えなければならない。

（連携会員の手当）

第十五条　連携会員には、別に定める手当を支給する。

第五章　会議

（学術会議の会議）

第十六条　学術会議の会議は、総会、部会及び連合部会のほか、幹事会並びに法第十五条の二の規定により置かれる常置の委員会として、

機能別委員会及び分野別委員会並びに臨時の委員会として、課題別委員会及びその他幹事会の議決により置かれる委員会とする。

２　常置の委員会は、総会が定めるところにより置く。

３　臨時の委員会に関し必要な事項は、幹事会が定める。

第六章　総会

（総会の招集）

第十七条　総会は、原則として毎年四月及び十月に会長が招集する。

２　前項のほか、会長は、幹事会の議決に基づいて、臨時の総会を招集することができる。

３　前二項の規定にかかわらず、三十人以上の会員から招集の目的及び議案を示して請求がある場合、会長は、総会を招集しなければなら

ない。

（総会の議長等）

第十八条　会長は、総会の議長として議事を整理する。

２　総会における議決の際、可否同数の場合は、会長がこれを決定する。

３　会長は、必要と認められる者の出席を求め、意見を聞くことができる。

４　総会は、これを公開する。ただし、必要があると認められる場合、会長は、議決を経て非公開とすることができる。

５　会長は、総会の会議録を作成し、閲覧の用に供するものとする。ただし、学術会議の運営上支障があると認める場合、閲覧の用に供し

ないことができる。

（幹事会への委任事項）

第十九条　法第十四条第三項の規定に基づき、次に掲げる事項に関する権限を幹事会に委任する。

一　法第三条第一号に規定する職務のうち、第二条の意思の表出に関する事項

二　法第三条第二号に規定する職務のうち、第三条の国際活動に関する事項

三　法第四条の諮問に対する答申に関する事項

四　法第五条の勧告に関する事項

五　法第六条及び法第六条の二の規定に関する事項

第七章　部会

（部会及び連合部会の招集）

第二十条　部会は、部長が招集する。ただし、会長（補欠の者を除く。）の任期における最初の部会は、会長が招集する。

２　部長は、当該部に属する三分の一以上の会員から招集の目的及び議案を示して請求がある場合、部会を招集しなければならない。

３　連合部会は、二以上の部門に関連する事項を審議し、関係する部の部長が、共同してこれを招集する。

４　二以上の部において、当該部に属する三分の一以上の会員から招集の目的及び議案を示して請求がある場合、これらの部の部長は、共

同して連合部会を招集しなければならない。

（部会及び連合部会の議長等）

第二十一条　部長は、部会の議長となり、議事を整理する。

２　連合部会の議長は、開催の都度、連合部会を構成する部の部長の協議により定められ、連合部会の議事を整理する。

３　部会及び連合部会の会議については、第十八条（第一項及び第五項を除く。）の規定を準用する。
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（部会における議決方法の特例）

第二十二条　部会及び連合部会においては、法第二十四条第三項が準用する同条第一項及び第二項の規定にかかわらず、部長が各会員の賛

否を確認した上で、部会又は連合部会の議決とすることができる。

第八章　幹事会

（幹事会の招集）

第二十三条　幹事会は、原則として毎月一回会長が招集する。

２　会長は、必要があると認められるときは、臨時に幹事会を招集することができる。

（幹事会の議長等）

第二十四条　会長は、幹事会の議長となり、議事を整理する。

（幹事会の附置委員会）

第二十五条　幹事会は、その任務の遂行上必要な委員会を附置することができる。

２　前項の委員会には、幹事会の了承を得て、分科会又は小分科会を置くことができる。

（幹事会の会議）

第二十六条　幹事会の会議については、法第二十四条第一項及び第二項並びに第十八条（第一項及び第五項を除く。）及び第二十二条の規

定を準用する。

第九章　委員会

（委員会に置かれる分科会、小分科会又は小委員会）

第二十七条　第十六条第一項の委員会（以下「委員会」という。）には、幹事会の定めるところにより、分科会、小分科会又は小委員会を

置くことができる。

２　委員会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって委員会の議決とすることができる。ただし、法第四条の諮問に対する答申

及び法第五条の勧告並びに第二条に規定する意思の表出（提言及び報告を除く。）に関してはこの限りでない。

（委員会の委員及び役員）

第二十八条　委員は、会長が委嘱する。

２　委員は、委員会の承認を得て辞任することができる。

３　委員会には、委員長一名、副委員長一名及び幹事二名を置く。

４　委員長は、委員の互選により選出する。ただし、機能別委員会の委員長は、総会が定める。

５　副委員長及び幹事は、委員会の同意を得て、委員長が指名する。

（委員会の招集）

第二十九条　委員会は、委員長が招集する。ただし、初回の委員会は会長が招集する。

（委員会の議長等）

第三十条　委員長は委員会の議長となり、議事を整理する。

（委員会の会議）

第三十一条　委員会の会議については、法第二十四条第一項及び第二項並びに第十八条（第一項及び第五項を除く。）及び第二十二条の規

定を準用する。

（委員会に関する事項の幹事会への委任）

第三十二条　前五条に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は幹事会が定める。

第十章　地区会議

（地区会議）

第三十三条　学術会議に、地域社会の学術の振興に寄与することを目的として、会員又は連携会員をもって組織する地区会議を置く。

２　地区会議に関し必要な事項は、幹事会が定める。

第十一章　若手アカデミー

（若手アカデミー）

第三十四条　学術会議に、若手科学者の連携を図り、その活動を通じて学術の振興に寄与することを目的として、会員又は連携会員をもっ

て組織する若手アカデミーを置く。

２　若手アカデミーに関し必要な事項は、幹事会が定める。

第十二章　栄誉会員

（栄誉会員）

第三十五条　学術会議は、国内外における卓越した研究又は業績がある科学者その他の学術の発展に著しい貢献をしたと認められる科学者

に対し、日本学術会議栄誉会員（以下「栄誉会員」という。）の称号を授与することができる。

２　栄誉会員は、学術会議の求めに応じ、学術会議の活動に協力することができる。

３　前各項に定めるもののほか、栄誉会員に関する事項は、幹事会が定める。

第十三章　日本学術会議協力学術研究団体

（日本学術会議協力学術研究団体）

第三十六条　学術研究団体及び学術研究団体の連合体のうち、学術会議の活動に協力することを申し出、幹事会で承認されたものに日本学

術会議協力学術研究団体（以下「協力学術研究団体」という。）の称号を付与する。

２　学術会議は、協力学術研究団体と緊密な協力関係を持つものとする。

３　協力学術研究団体は、学術会議の求めに応じ、学術会議の活動に協力することができる。

４　協力学術研究団体は、学術会議の求めに応じ、会員又は連携会員の候補者に関する情報等を提供することができる。

５　学術研究団体の連合体たる協力学術研究団体は、学術会議と各学術研究団体との連絡調整を行うとともに、学術会議の各委員会の審議

に協力することができる。

６　前各項に定めるもののほか、協力学術研究団体に関する事項は、幹事会が定める。

第十四章　雑則

（外部評価）

第三十七条　学術会議の活動を充実させるため、幹事会の定めるところにより、有識者による外部評価を定期的に実施することとする。

（幹事会への委任）

第三十八条　総会に関する事項及びこの会則において総会で定めるとされているもののほか、会則の施行に関し必要な事項は、幹事会が定

める。
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（会則の改正）

第三十九条　この会則の改正は、総会において出席会員の三分の二以上の賛成がなければ、これを行うことができない。

附　則

（施行期日）

第一条　この会則は、公布の日より施行し、平成十七年十月四日から適用する。

（経過措置）

第二条　令第一条の連携会員のうち、平成十七年十月四日から平成十八年九月三十日までに任命される者の任期の終期は、平成二十三年九

月三十日までの間で会長が指定する。

２　前項の連携会員のうち、半数の者の任期は、平成二十年九月三十日までとするよう努めるものとする。

第三条　会長は、平成十七年十二月三十一日までの間、委員会又は地区会議の活動のため特に必要があると認める場合、第八条の規定にか

かわらず、平成十八年六月三十日までの必要な期間を定め、連携会員を任命することができる。

２　前項に基づき任命された連携会員は、第八条第一項の推薦をすることはできない。

３　第十二条第一項の規定は、第一項に基づき任命された連携会員には適用しない。

附　則　（平成一八年二月二八日日本学術会議規則第一号）

この規則は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一八年五月八日日本学術会議規則第二号）

この規則は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二〇年五月七日日本学術会議規則第一号）

この規則は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二三年七月二八日日本学術会議規則第一号）

この規則は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二五年一〇月二八日日本学術会議規則第一号）

この規則は、平成二十六年十月一日から施行する。

附　則　（平成二八年五月一八日日本学術会議規則第一号）

この規則は、公布の日から施行する。

別表（第二条関係）

種類表出主体 定義

要望学術会議 法第五条各号に掲げる事項に関し、学術会議が政府及び関係機関等に実現を望む意思表示をすること。

声明学術会議 法第五条各号に掲げる事項に関し、学術会議がその目的を遂行するために特に必要と考えられる事項につい

て、意見等を発表すること。

提言部、委員会、分科会又は

若手アカデミー

法第五条各号に掲げる事項に関し、部、委員会、分科会又は若手アカデミーが実現を望む意見等を発表する

こと。

報告部、委員会、分科会又は

若手アカデミー

法第五条各号に掲げる事項に関し、部、委員会、分科会又は若手アカデミーが審議の結果を発表すること。

回答学術会議 関係機関からの審議依頼（法第四条の諮問を除く。）事項に対し、学術会議が回答すること。
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